
１ 大きな公共を担う活力ある地域社会づくり 

【評価区分の凡例】 

〔取組の実施状況〕   Ａ：実施できた  Ｂ：一部に実施できない取組があった  Ｃ：実施できなかった 

〔成果目標の達成状況〕 ①：成果目標を概ね達成できた  ②：成果目標を達成できなかった 

(5) 
ア 

地域資源が循環する仕組みづくり 
多様な分野におけるコミュニティ・ビジネス化、ソーシャル・ 
ビジネス化の支援 

＜取組所管＞ 

・取組①～③：局・室

・取組④：区 
 
□ ３年間の取組と成果の総括 

・コミュニティ・ビジネスの一環として、こどもと地域を結ぶ「きずな」活性化事業の実施や従来は
事業者に委託していた放置自転車対策等を当該地区の地域活動協議会へ委託するなど、コミュニテ
ィ・ビジネス化／ソーシャル・ビジネス化を促進し、地域経済の活性化を図ることができた。 

・職員に対するｅラーニングやコミュニティ・ビジネス等促進事業による起業に向けた各種講座の開催や
相談窓口の設置に取り組んだことで、コミュニティ・ビジネス等に関する起業件数の増加に繋がった。
しかしながら、コミュニティ・ビジネス等の意義やメリットの浸透には至っていない。 

 
□ ３年間の取組状況 

・コミュニティ・ビジネス等の意義やメリットの理解度向上について（取組①） 
・職員向け→全職員を対象としたコミュニティ・ビジネス/ソーシャル・ビジネスの意義・メリ

ット等の基礎知識習得に向けた研修や意見交換会、事例集の作成・周知、庁内ポー
タルを活用したｅラーニング実施。 

・市民向け→コミュニティ・ビジネス等の基礎的な説明を聞く講座や、実際にコミュニティ・ビ
ジネス等に取組む活動現場を訪問する体験講座、事例集の作成・周知等を実施。 

・そ の 他→民間の「ＣＢ・ＣＳＯアワード」への後援及び「大阪市長賞」の新設により、区内
コミュニティ・ビジネス事業の掘り起こしと情報発信 

・コミュニティ・ビジネス等促進事業として、「おおさかコミュニティビジネス情報局」（ＨＰ）を立
上げ、コミュニティ・ビジネス等に関する情報発信を強化するとともに、コミュニティ・ビジネス
相談窓口での起業支援や様々な情報とのマッチングなど、コーディネートを行う仕組みを構築した。
（取組②） 

・起業に向けた事業計画や資金拡充戦略などの各種講座を開催した。また、コミュニティ・ビジネス/
ソーシャル・ビジネスに関する相談窓口を設置し、必要に応じて税理士など専門家による相談も行
った。（取組③） 

※取組④については、次ページ（各区の状況）を参照。 

【取組の実施状況】取組①：Ａ、取組②：Ａ、取組③：Ａ、取組④：Ａ 24 区 
 
□ 成果目標の達成状況 

目 標 実 績 評価区分

コミュニティ・ビジネスやソーシャル・ビジ
ネスの意義やメリットを知っている市民の
割合 
平成 26 年度までに 60％以上 

平成 26 年度 各区平均 19.0％ 
（各区内訳） 

10％未満  2 区 
10％ 台 11 区 
20％ 台  8 区 
30％ 台  2 区 
未 調 査  1 区 

② 

コミュニティ・ビジネスやソーシャル・ビ
ジネスの意義やメリットを知っている職員
の割合 
平成 26 年度までに 100％ 

平成 26 年度 24.2% 
（うち区職員 33.3％） 

② 

市が関与したコミュニティ・ビジネスやソ
ーシャル・ビジネスの起業件数 
平成 26 年度までに 36 件 

平成 26 年度 66 件 
① 

 
□ 課題と今後の方向性 

・起業件数については成果目標を達成しているものの、市民・職員の理解度については目標を達成で
きていない。（取組①） 

・今後は、コミュニティ・ビジネス等の意義やメリットを浸透させるため、コミュニティ・ビジネス
等に関連した取組事例を収集し、市ホームページや市民局フェイスブック等により、継続して情報
発信を行う。また、コミュニティ・ビジネス等の起業を促進するため、地域資源を可視化し、地域
資源が活用されやすい仕組みづくりを進めていく。 

※取組④については、次ページ（各区の状況）を参照。 
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１ 大きな公共を担う活力ある地域社会づくり 

【評価区分の凡例】 

〔取組の実施状況〕   Ａ：実施できた  Ｂ：一部に実施できない取組があった  Ｃ：実施できなかった 

〔成果目標の達成状況〕 ①：成果目標を概ね達成できた  ②：成果目標を達成できなかった 

(5) 

イ 

地域資源が循環する仕組みづくり 

本市の事務事業の社会的ビジネス化 

＜取組所管＞ 

・取組①～③：局・室 

・取組④：区 

 

□ ３年間の取組と成果の総括 

・本市が実施している事務事業のコミュニティ・ビジネス化／ソーシャル・ビジネス化を図るため、

本市職員が研修会等に参加し、先進事例に関する事例共有など知識研鑽に努め、地域活動協議会等

に対して、コミュニティ・ビジネス／ソーシャル・ビジネス化の検討可能な事業の提案を行い、社

会的ビジネス化が図られつつある。 

・平成 26 年度までに 37 件の社会的ビジネス化に成功しており、今後も引き続き中間支援組織や地域

活動協議会と連携しながら、地域の特性に応じた支援を実施していく。 

・社会的ビジネスの基本的な考え方やプロセスを整理し職員へ周知するとともに、各区における取組

状況や事例を発信するなど、各区への支援に取り組んだことにより、本市事務事業の社会的ビジネ

ス化につながった。今後も継続的に、社会的ビジネスの意義を発信し、その効果を波及させること

により、地域資源の循環を進めていく必要がある。 

 

□ ３年間の取組状況 

・社会的ビジネスの基本的な考え方や、先行して事業化に取り組んでいる区の事例について、職員間

で共有するための勉強会を開催した。また、平成 26年度には、社会的ビジネス化のガイドブックと

して、社会的ビジネスの対象事業や担い手等を整理した「社会的ビジネス化の基本的考え方ＱＡ」

を掲載し、各区の取組の支援を行った。（取組①） 

・協働型事業委託のガイドラインを作成し、委託に向けた区の取組への支援を行った。（取組②） 

・庁内ポータルに各区の取組状況や事例を掲載し、職員間の情報共有を図るとともに、各区で事業を

構築する際、区の相談に応じて、募集要項や仕様書の作成等について個別に支援を行うとともに、

各区の事業概要を収集し、社会的ビジネスとして事業が適正に実施されるよう、必要に応じて区へ

の助言を行った。（取組③） 

※取組④については、次ページ（各区の状況）を参照。 

【取組の実施状況】取組①：Ａ、取組②：Ａ、取組③：Ａ、取組④：Ａ 24区 

 

□ 成果目標の達成状況 

目 標 実 績 評価区分 

社会的ビジネス化された市の事務事業 

 

平成 26年度までに 24 件 

平成 26年度 37件 

① 

 

□ 課題と今後の方向性 

・社会的ビジネス化が進んでいない区がある。（取組①） 

・社会的ビジネス化による効果を情報発信し、社会的ビジネス化を進める意義やメリットについての

職員への定着を図り、区における社会的ビジネス化の促進により、地域資源の循環をめざす。 

※取組④については、次ページ（各区の状況）を参照。 
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